
RU11
リサーチ・アドミニストレーター委員会の取組

東京大学大学院工学系研究科

佐久間一郎



平成22年5月から、ＲＵ１１(北海道大学,東北大学,東京大学,早稲田大学,慶應義塾大
学 ,名古屋大学,京都大学,大阪大学,九州大学,筑波大学,東京工業大学)研究担当理

事・副学長懇談会において、ＵＲＡの育成・確保について議論を開始
平成22年10月に、同懇談会において、ＵＲＡの育成・確保に関する調査研究を専門的に
行うため、タスクフォースを設置. 平成２６年度からRU11リサーチ・アドミニストレータ委
員会として活動を継続

約４年半にわたり、タスクフォースにおいて、ヒアリング、統計調査や計１８回に及ぶ会議
を開催

大学、企業、研究開発型独立行政法人における研究マネジメントの実態に関するヒアリング

アメリカ、イギリス、スイス、シンガポール、オーストラリア、ドイツ、フランス、ベルギー、オランダ、
スペイン、の研究大学、ＵＲＡの職能団体へのＵＲＡの実態に関する訪問調査

研究マネジメント業務の実態やキャリアパス、ＵＲＡ業務へのニーズ等に関する調査

科学技術振興機構の研究支援人材等の支援強化事業に関するヒアリングおよび改善要望

ヒアリングや調査結果等を踏まえながら、ＵＲＡの業務内容、職域の在り方、雇用形態、
必要なスキル、養成方法、キャリアパスの在り方等について議論

ＵＲＡのスキル標準及び研修・教育プログラムの作成について積極的に貢献

ＵＲＡを我が国の研究システムに定着・確立する上での課題及び今後とるべき方向性に
ついて取りまとめ

リサーチ・アドミニストレーター制度検討タスクフォース



ＵＲＡの必要性の増加

• 研究プロジェクトを実施するうえで外部資金への依存度は今後も高くなると考
えられ、研究資金の獲得、管理・報告に関する支援ニーズが増す

• 多数の研究機関・研究者が参画するプロジェクト、異分野融合のプロジェクト、
国際共同プロジェクト、資金規模の大きなプロジェクトなど、大規模研究プロ
ジェクトが今後増加すると考えられ、研究マネジメント等でのニーズが増す

• 大学等の資金構造の変化への対応、国際的な大学間での優位性の維持向上
など組織的かつ中長期的な視点に立った研究企画へのニーズが増す

研究企画、マネジメント等ＵＲＡの担うべき業務は増加すると考えられ、
今後、大学にとってＵＲＡは益々必要な人材となる



ＵＲＡスキル標準の作成

（URA）を育成・確保するシステムの整備
（http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/ura

/detail/1349663.htm）



スキル標準とは

• ＵＲＡの機能・業務，求められる能力を提示

• ＵＲＡに関する「知識」のみではなく，
より広い「実務能力」を指すもの

• 人材育成，マネジメントに活用するためのツール
• ＵＲＡ自身が現状を把握，必要な能力の理解に活用

• 大学・配置拠点が組織としての現状を把握，組織および個人の人
材育成・評価に活用

• 一つのものさしを提示したに過ぎず、それぞれの受入機関
の実情に応じて適宜変更・修正して利用することを想定

• 初級・中級のスキルを定義

• 一般的な研究支援業務の明確化

• 一方で、RU１１などの研究型大学で求められる、研究戦略
の立案支援のためのスキルは扱われていない



機能（業務） 業務内容のイメージ 初級 中級 上級
（１）研究戦略推進支援業務 レベル１（ＵＲＡ経験１－5年程度を想定） レベル２（ＵＲＡ経験5－10年程度を想定）初級者に指導出来る レベル３（ＵＲＡ経験10年-15以上程度を想定）

①政策情報等の調査分析

政府の科学技術政策、審議会の答申・提言等や、ファンディング・エージェン
シー等の事業について、その策定段階からインターネットや関係者へのヒア
リング等を通じて情報を収集し、政策動向等について分析を行う。また、組
織においてこの機能充実のため、施策情報等にかかるデータベースの整備
等、情報分析機能の強化、充実を図る。(0818)

当該分野において政府の主要な審議会、FAのレポート等か
ら関連分野の活動を把握し、ある程度それにもとづく分析
が行い、情報提供を行える。

政府の主要な審議会、FAのレポート等を理解し、それに基づき独自に
関連する事項の動向との関係性も含め分析を行い、情報提供を行える。

政府の主要な審議会、FAのレポート等作成にあたり、自身が有
識者・ステークホルダー等として位置付けられ、当該委員会等に
対して積極的な情報提供を行える。

②研究力の調査分析
研究者の研究分野、外部資金獲得状況や論文投稿状況等を把握し、マッピ
ング等により大学・部局等の研究特性の組織的把握を行う。また、組織にお
いてこの機能充実のため、研究者情報のデータベースの整備等、研究プロ
ジェクトの策定基盤を強化・充実化する(0818)

学内研究者の研究分野、外部資金獲得状況や論文投稿状
況等を把握している。またその手法を獲得している。

他大学、国内外研究機関との相対的位置けを含め、研究特性の組織
的把握ができる。また当該分野の主たる研究者や大型資金の研究課
題の展開を把握している。

学内の研究特性の把握に基づき、主たる研究者とコンタクトがで
き、研究の展開にあたり研究者とは異なる観点からコメントを求
められる程度のプレゼンスを確立している。

③研究戦略策定
組織の研究教育資源を有効に活用することを目指し、組織改編、研究拠点
形成、研究支援体制構築に関する立案・支援、関係部局との調整等を行う。
研究者相互の認識の拡大と深化、意識醸成、プレゼンス確立のため、例え
ば新たな課題発見のためのワークショップの開催等を行う。(0818)

学内の現状を把握した上で、組織改革、拠点形成等の企画
内容の位置づけを理解できる。ある程度具体的な実施計画
のもと、ワークショップ等の開催実務を担当できる。

大枠の方向性、いくつかの科学的キーワードが提供されれば、関係す
る学内研究者や関連分野を分析し、具体的な企画のため自ら関連分
野や研究者を提案できる。

①、②の情報や、研究者とのコミニケーションをもとに、比較競争
力のある学内研究特性をもとに、独自の計画案を提案できる。

（２）プレ・アワード業務 レベル１（ＵＲＡ経験１－5年程度を想定） レベル２（ＵＲＡ経験5-10年程度を想定） レベル３（ＵＲＡ経験10-15年以上程度を想定）

①研究プロジェクト企画立案支援
外部資金獲得状況等から他大学との比較、採択結果の分析等を行う。また、
研究者のマッチング、研究チームの構成員候補のリストアップ等の外部資金
に応募する研究プロジェクトの企画案の策定のための支援、調整等を行う。

当該外部資金の特性を理解し、他研究グループとの比較分
析を行い、研究者に説明することができる。また、各種デー
タベース等を用いて研究プロジェクト構成員候補者について
の情報収集等を行うことができる。

請われれば異分野の研究者を紹介し、研究プロジェクト立案を支援で
きる。データベースによる学内の研究の強み分析や共同研究実績分析
等により、研究チーム構成員の提案を研究者らに対して行うことができ
る。

研究者らと協働で、大学全体の研究戦略を見据えた研究企画を
提案することができる。異分野の研究者らや企業をマッチングし、
新しい研究領域を作るような企画を支援できる。

②外部資金情報収集

国、ファンディング・エージェンシーや企業等が募集する補助金・委託事業等
の国内外の外部資金及び関連情報について、その策定段階からインター
ネットや関係者へのヒアリング等を通じて収集、募集内容、対象や要件等を
分析し、背景となる政策動向や外部資金獲得によるメリット・デメリット等を把
握し、適切な研究分野・経験を持つ研究者に情報提供を行う。

国、ファンディング・エージェンシーや企業等が募集する補
助金・委託事業等の情報を、策定段階からインターネットや
委員会の傍聴等により収集し、年間スケジュールを推測す
ることができる。外部資金の背景を把握し、適切な研究分
野・経験を持つ研究者に情報提供を行うことができる。

各研究グループの研究ステージを把握し、適切な外部資金情報提供を
行うことができる。国内だけでなく国外の研究補助金等の情報を収集、
ルールを把握をした上で、研究者へ適切な情報提供を行うことができる。

国・ファンディングエージェンシーより外部資金に関する情報を収
集すると同時に、科学技術予算策定に関して情報提供を行うなど
により、影響を与えることができる。

③研究プロジェクト企画のための
内部折衝活動

外部資金受入、研究プロジェクトに必要な研究資源の確保や協力機関との
契約等締結に関する事務局との調整、学内の研究者・研究科等への研究プ
ロジェクトへの参画交渉・調整を行う。
また、申請件数が限られている大型外部資金について、学内ヒアリング等を
通じて公募条件の合致の確認、申請件数の調整を行う。

申請書の様式上で求められている研究プロジェクトに必要
な研究資源の確保、協力機関との契約等締結や、学内の
研究者・研究科等への研究プロジェクトへの参画交渉に関
して、関係者を集めたミーティングの設定、資料作成等を行
い、関係者への説明、交渉を支援できる。生命倫理関係諸
ガイドライン等を周知し、必要な手続き等を提案することが
できる（治験、遺伝子、組換えなどなどで遺漏がないこと）

申請書の様式上で求められている事項に加え、研究プロジェクトを遂行
するための事前交渉必要事項を想定し、関係者間の調整とスケジュー
ル管理を行うことができる。 研究プロジェクトに必要な分野の学内研
究者の参画を提案することができる。大学の現行の枠組みや組織運営
の課題や問題点を的確に把握し、改善を提案することができる

大学の研究戦略・組織・人事・財務等の大学運営全体を理解し、
研究プロジェクトに必要な各案件に対して研究機関の長、役員、
部局長、研究者、事務、外部関係者等と直接交渉・調整を行い、
研究プロジェクトの運営構想全体を支援できる。

④研究プロジェクト実施のための
対外折衝・調整

学外の研究者・研究機関への研究プロジェクトへの参画交渉や外部資金受
入、事業計画・ＮＤA等の契約等締結に関する協力機関との調整を行う。

学外の研究者・研究機関等への研究プロジェクトへの参画
交渉時の連絡を適切に行い、研究者の指示により関係資
料の作成をすることができる。外部資金受け入れ、事業計
画・ＮＤA等の契約等締結に関して、関係事務部門と連携し、
書類を作成することができる。

学外の研究者・研究機関等への研究プロジェクトへの参画交渉に際し
て、各関係者の提案をまとめ、研究プロジェクトの計画立案を支援する
ことができる。研究プロジェクトのマネージメント計画（実施体制、資金
計画・分担、事業実施前に必要な契約締結等）の一部を提案すること
ができ、研究者らとの協議のうえ、計画を作成することができる。

学外の研究者・研究機関・企業・自治体等、複数の関係者が参加
する大規模かつ複雑な研究プロジェクトにおいて、マネージメント
計画（実施体制、資金計画・分担、事業実施前に必要な契約締結
等）を立案し、関係者らとの交渉・調整を行うことができる。また、
研究プロジェクトに必要な参画者の提案・紹介をすることができる。

⑤申請資料作成支援

研究者の発想を整理し、必要なデータ等の収集、外部資金の申請書の研究
計画の分筆・ドラフトや予算計画の作成を行う。また、申請書の添削・改善ア
ドバイスや形式・内容が公募条件等に適合しているかどうかの確認を行う。
申請書等を基にヒアリング審査等におけるプレゼンテーション資料等の作成
や支援を行う。申請書やプレゼン資料作成指導セミナー等の開催。

研究者の発想を整理し、必要に応じたデータ収集、分筆、
添削・改善アドバイス、作図、予算案作成等の申請書作成
を行うほか、プレゼン資料作成指導セミナー等の開催を行う
ことができる。

複数の公募状況を把握し、ＵＲＡへの支援割り当てや必要に応じた増
援、スケジュール管理等、ＵＲＡのマネジメントを行うことができる。初心
者向けの申請書やプレゼン資料作成指導セミナー等の講師を行うこと
ができる。

大学の教育研究戦略・方針について執筆することができる。上級
者向けの申請書やプレゼン資料作成指導セミナー等の講師を行
うことができる。

（３）ポスト・アワード業務 レベル１（ＵＲＡ経験１－5年程度を想定） レベル２（ＵＲＡ経験3－5年程度を想定）
レベル３（ＵＲＡ経験５年以上程度を想定：ＵＲＡ組織グループ長・
ＵＲＡ組織長・学長補佐・理事補佐等）

①研究プロジェクト実施のための
対外折衝・調整

外部資金採択時に、ファンディングエージェンシー等との研究計画・予算、間
接経費の比率等の調整、詳細な研究・予算計画の作成を行う。

プロジェクトの実施内容、外部資金の経理的運用方法、諸
契約の締結内容等プロジェクトを遂行する上で基本的な内
容を理解し、学内外との連絡・調整ができる。

プロジェクト関連業務（予算管理、情報管理、進捗管理、広報、イベント
等）につき実施体制の立案、および学内関係部署との交渉、調整がで
きる。

プロジェクトフォーメーションの企画・立案、対外的な交渉を取りま
とめることができる。また、具体的な実施計画、予算計画につい
ては、PI(PL)と協議の上各実施担当課題毎に担当者を指名し、取
りまとめる等総括的な業務を行うことができる。

②プロジェクトの進捗管理
研究プロジェクトの運営ミーティング、研究チームミーティング等の運営、各
研究チーム等を含む研究プロジェクトの進捗状況の把握・調整を行う。また、
研究プロジェクトに関係する論文発表、学会発表、知的財産の取得、その他
研究成果の把握・整理を行う。

各種成果（論文発表、学会発表、広報、特許等）や定例ミー
ティング時の秘密情報等を一元的に管理することができる。

各種成果（論文発表、学会発表、広報、特許等）の管理や定例ミーティ
ング時の秘密情報の取り扱いにつき運営方法を提言し、管理すること
ができる。

進捗確認や情報交換のための定例ミーティングを主催し、状況に
応じて実施計画や予算配分の変更につきPI（PL)に助言・提言を
行うことができる。また特許に関しては発明委員会を設置し、委
員長としてプロジェクトでの出願状況の把握・調整を行うことがで
きる。

③プロジェクトの予算管理

学内共同研究者、協力機関等への予算配分案の調整・作成を行うと伴に、
研究費の執行状況の把握及び研究計画や法令・補助条件等に適合してい
るかの確認を行う。また、内部監査、外部資金の額の確定検査等の検査へ
の対応を事務と連携して行う。
研究目的・内容に必要なスペックを満たす機器等のリストアップ及び調達の
際の仕様書等の作成、メーカーや経理担当者との調整を行う。

プロジェクト予算管理手法を十分理解し、予算執行状況を
把握することができる。各種検査対応や機器調達に関する
資料作成や準備に対応することができる。

プロジェクトメンバーの予算執行状況を把握し、執行の可否の判断や
進捗状況により費目間流用等予算配分の調整を行うことができる。各
種機器調達時の仕様書の作成および学内担当部署と調整を行うことが
できる。

プロジェクトメンバーへのプロジェクト該当事業の補助条件、関係
法令、予算執行条件等につき講習会を主催することができる。FA
の検査時には対応窓口となり学内事務との調整を行うことができ
る

④プロジェクト評価対応関連業務
ファンディング・エージェンシー等による年度評価、中間評価、事後評価等に
対して報告書、プレゼンテーション資料等の作成やその支援、ヒアリングへ
の出席等の対応を行う。
また、研究プロジェクト自体で行う評価委員会の開催・運営を行う。

中間評価、事後評価に対して報告書の作成、プレゼンテー
ション資料の作成支援を行うことができる。

FAの実施する中間評価、事後評価に際してアジェンダやプレゼンテー
ションの内容を含めた全体のシナリオにつき学内外のプロジェクトメン
バーと調整を行い立案することができる。

FAの実施する中間評価、事後評価に際して実施内容（事業原簿）、
成果、プレゼンテーション内容につきFAと調整の上取りまとめを
行うことができる。FA主催の各種委員会、中間評価・事後評価に
は同席し、プロジェクトの評価状況を把握する。

⑤報告書作成業務
各種報告書に必要な研究成果等の整理、研究者・研究チームとの執筆内容
の調整・整理・取りまとめを行い、ドラフトを作成する。また、報告書の添削・
改善アドバイスや報告書が研究計画等へ適合しているかどうかの確認を行
う。

各種報告書の位置付けを理解し、各課題担当の執筆内容
につき全体の計画や成果目標との整合性を確認しながら添
削や執筆者への修正依頼等調整することができる。

各種報告書の執筆内容につきプロジェクトメンバーとの調整・とりまとめ
を行いドラフトを作成することができる。

プロジェクトの実施計画や成果目標設定に際してFAやPI（PL)と共
にその策定に関与し、報告書作成において計画や成果目標との
整合性を勘案し、重点課題の設定や成果の概要等アウトラインを
提示することができる。

スキル標準のフレームワーク

研究戦略推進支援業務:3

プレ・アワード業務:5

ポスト・アワード業務: 5

13+9=全22機能（業務）

上級、中級、初級
の3水準

（４）関連専門業務 業務内容のイメージ

①連携支援業務（教
育）

教育研究拠点形成や、連合大学院設置等、大学院教育を主とした連携支援を行う。国・大学の大学院教育方
針を理解しつつ連携構想を研究面から整理するとともに、学内関係者および外部関係機関との連絡・調整を行
い、教員・事務と共同で連携に関する具体的な手順を進める。

②連携支援業務（国
際）

国際的な教育研究に関するコンソーシアム形成とう、海外機関との連携を進めるにあたり、海外の教育研究動
向・状況を理解し、説明資料作成、連絡、、調整、契約、調印式等の現地でのイベント開催等の一連の業務を、
教員、事務職員と連携して行う。
また、国際共同研究支援の一環として、国外から研究者を招聘するための連絡、調整等を行う。

③連携支援業務（企業)
企業との組織的連携、産学官連携コンソーシアム、地域振興を含めた地域産業界との連携の構築支援を行う。
具体的には、企業と研究者の研究プロジェクトに対する考え・要望を聞き、方向性を整理し、プロジェクトの実現
に向けた交渉・仲介を行う。また、産業界と連携し公的競争的資金による複数の当事者による大型・長期のプ
ロジェクトの推進を支援する。

④発明開示関連業務
必要に応じて学内の関連部署と連携・調整しつつ、知財の発明範囲の確定、特許明細書の検討・作成、企業と
共同出願する際の調整・交渉を行う。また産学官連携コンソーシアム、特区構想等の特別な取り組みについて
は、事業趣旨や申請内容を踏まえ、当該事業に最適な知財の取り扱いを提案できる。

⑤研究機関としての発
信力強化推進

研究活動に関係する研究機関としての提言、宣言等の立案を支援する。また、学外の研究者や学外ステークホ
ルダー等に対する研究機関としての発信力・ブランド力を強化するため、研究内容、研究環境等に関する広報
活動に参画する。

⑥広報関連業務

Webサイトの掲載内容の立案、デザイン、管理や更新を行う。その他、ニュースレター、パンフレット等の海外向
けも含めた広報資料の企画・作成を行う。
また、プレス発表等の手配や取材の対応を行う。
研究会や一般向けセミナー等におけるプレゼンテーション資料の作成や研究内容・成果の発表・報告を行うと
伴に、セミナー等の成果の取りまとめ、来場者とのネットワークの形成を行う。

⑦イベント開催関連業
務

シンポジウム等の企画・立案、プログラム策定を行い、必要な講師等の選定・招聘、関連する手続等の事務部
門・イベント会社との調整を行う。また、イベントの対象に合った適切な広報を行い、準備・開催当日の管理・運
営を行う。

⑧安全管理関連業務
必要に応じて学内の関連部署と連携・調整しつつ、薬品等の取扱、遺伝子組み換え動植物、病原性微生物、放
射線等の実験に関する法令等への適合性確認や定期的な運用状況の確認を行う。併せて、保管・実験等に必
要な申請書類等の作成を行う。また、事故発生時の学内外の対応を行う。
海外調査、フィールドワーク等における参加研究者の把握、実施計画の作成、保険加入等の管理を行う。

⑨倫理・コンプライアン
ス関連業務

必要に応じて学内の関連部署と連携・調整しつつ、利益相反や知的財産・研究成果の取り扱いに関する確認、
実験等に伴い収集する個人情報の管理等を行う。また、研究者等に対する各種倫理・コンプライアンス関連の
助言・情報提供を行うとともに、倫理・コンプライアンス違反があった際の学内外の対応を行う。

関連専門業務: 9

上級、中級、初級
に分けず，1水準



スキル標準の利用について

ＵＲＡ自身のスキル確認
どの業務に，どのような能力

ＵＲＡ自身のキャリア目標
対象業務と必要な能力の具体化

ＵＲＡ自身のキャリア明示
キャリアデベロップメント

ＵＲＡ組織の「現状把握」
どの業務に，どのような能力を持
つＵＲＡがどのくらい

ＵＲＡ組織の「目標設定」
組織目標の

ＵＲＡ人材育成の「教育評価」
教育・研修を行った後の評価

ＵＲＡの採用要件，業績評価

現状
把握

目標
設定

教育
評価

採用
評価

スキル

確認
キャリア

目標
キャリア

明示



研修・教育プログラムの策定

（URA）を育成・確保するシステムの整備
（http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/ur

a/detail/1349660.htm）



研修・教育プログラム作成の基本方針

1. 各大学の多様な事情を理解

2. 共通する研修・教育ニーズの抽出

3. 対象となるURA層の設定

4. 講義科目の選択（ 演習、経験）

5. スキル標準との連携

6. 先行モデル参照（米国、MBA/MOT/MPA ）

7. 実験的な講義実施によるフィードバック



序論 + ５科目群 = ２２科目 （約700頁）

講義科目の構成



海外調査



訪問先：１９大学２機関 計：２１ケ所
• 1年目〈平成23年度〉 訪問先 アメリ力

• コロンビア太学、ハーバード大学、工マ二ユ工ル大学、ジョンズホプキ
ンス大学、NCURA事務局、カリフォル二ア工科大学

• 2年目（平成24年度〉 訪問先 イギリス、スイス
• サセックス大学、インペリアルカレッジ・ロンドン
• チューリッヒ工科大学、チューリッヒ大学

• 3年目（平成25年度〉 訪問先 シンガポール、オーストラリア
• シンガポール国立大学
• モナッシユ大学、メルボルン大学、オーストラリア国立大学、ニューサ

ウスウ工ールズ大学、シド二一大学

• 4年目（平成26年度〉 訪問先 フランス、ドイツ、オランダ、
ベルギー、スペイン

• ミュンヘン大学、ブラウンホーファ一本部、ライデン大学、ルーヴ、工ン
カトリック大学、バルセロナ大学、CNRS、EcolePolytechnique

• 国ごとに異なる研究支援体制

• 大学の規模による研究支援体制の遣
い（プレアワード/ポストアワード中心、
オールラウンド型）

• 本部と部局の関係性

日本の研究機関が求めるべきURA像
を考える際の適切なモデルは？



ＵＲＡの定着・確立に向けて



• スキル標準や研修・教育プログラムが作成されたが、その活用促進、継続的な改訂などを
国や大学界等に訴えるべきである

• 大学団体等においてＵＲＡの位置づけ・業務内容、キャリアパス、育成・供給システムを情報
共有・協議する場を設置することを訴えるべきである

スキル標準、教材などの成果物を活用・改善する組織が必要

• ＵＲＡが学外の研修機会を活用して専門能力の向上を図ることに対して、大学が適切な業
務として位置付けることを検討すべきである

• 研究プロジェクト運営・立案支援のＵＲＡシステムの整備はいまだ初期段階にあるため、シス
テムの定着、自律的な発展を促す具体的な行動をRU11として行うべきである

スキル標準や研修・教育プログラムを活用した取り組みの実施

ＵＲＡの流動性とキャリアパスを確保するためのネットワークの形成（ＵＲＡ
の人事交流等）

ＵＲＡの待遇、裁量労働制の適用、雇用財源の在り方などの検討

ＵＲＡと研究職や事務職間の双方向の移行の在り方の検討

• 研究戦略立案支援を行うＵＲＡの機能を定義し、キャリアパスを含めた職域の確立をRU11と
して検討すべきである(研究型大学に特徴的なURAの機能）

リサーチ・アドミニストレーター委員会からの提言



ＲＵ１１が必要とする研究戦略推進支援業務を担うＵＲＡ（案）

❑執行部が策定する中長期（数十年単位）での大学の研究戦略、理念、グラントデザインの
構築を支援する機能

❑知の創造と社会への発信・還元に向けて大学の取り組むべきことを執行部が構想すること
を支援する機能

❑研究戦略等を立案するための正確なデータを集め、解析を行う機能
❑役員会、部局教授会への陪席等、大学マネジメントへの参画
❑学内外のステイクホルダー（部局長、省庁や企業の企画立案担当者等）との交渉

❑ＵＲＡとして実務経験を積み、研究支援
について精通している者

❑研究者として研究実績があり、研究の動
向について精通している者

❑研究担当理事の直下
❑部局長の直下

❑裁量労働
❑継続的・安定的な雇用（無期雇用等）

機能

人材リソース

想定される配置 雇用形態

❑役員（理事等）
❑研究企画・支援部門の総括・管理者
❑研究企画・支援部門の上級職

キャリアパス
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